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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　振動発生部および振動受部のうちのいずれか一方に連結される筒状の外側取付部材、お
よび他方に連結されるとともに、前記外側取付部材の内側に配置された内側取付部材と、
　前記外側取付部材と前記内側取付部材とを連結するとともに、前記外側取付部材の中心
軸線に沿う軸方向に間隔をあけて配置された一対の第１本体ゴムと、
　一対の前記第１本体ゴム間の液室を、前記軸方向に第１液室と第２液室とに仕切る仕切
部材と、
　前記第１液室を、前記第１本体ゴムを隔壁の一部とする第３液室、および前記仕切部材
を隔壁の一部とする第４液室に区画する第２本体ゴムと、を備え、
　前記外側取付部材、前記内側取付部材、または前記仕切部材に、前記第４液室と前記第
２液室若しくは前記第３液室とを連通する第１制限通路、並びに、前記第２液室と前記第
３液室とを連通する第２制限通路が形成され、
　前記第１制限通路および前記第２制限通路それぞれの流通抵抗が、互いに異なり、
　前記内側取付部材は、内筒と、内側にこの内筒が嵌合された外筒と、を備え、
　前記第２制限通路は、前記内筒と前記外筒との間に形成されたオリフィス溝を備えるこ
とを特徴とする防振装置。
【請求項２】
　前記内筒と前記外筒との間において、前記第２制限通路より前記軸方向の外側に位置す
る各部分に、シール部が配設されていることを特徴とする請求項１に記載の防振装置。
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【請求項３】
　前記第２液室および前記第３液室のうちのいずれか一方は、前記中心軸線回りに沿う周
方向に分割され、これらの周方向に分割された各液室と、前記第２液室および前記第３液
室のうちのいずれか他方と、が前記第２制限通路を通して各別に連通していることを特徴
とする請求項１または２に記載の防振装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば自動車や産業機械等に適用され、エンジン等の振動発生部の振動を吸
収および減衰する防振装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、例えば下記特許文献１記載の防振装置が知られている。この防振装置は、筒
状の外側取付部材、および外側取付部材の内側に配置された内側取付部材と、外側取付部
材と内側取付部材とを連結するとともに、外側取付部材の中心軸線に沿う軸方向に間隔を
あけて配置された一対の本体ゴムと、外側取付部材と内側取付部材とを連結するとともに
、一対の本体ゴム間の液室を、軸方向に第１液室と第２液室とに仕切る仕切部材と、を備
えている。仕切部材は、第１液室と第２液室とを連通する制限通路が形成された環状の剛
体部と、剛体部に、前記中心軸線に交差する径方向に連なる環状の弾性部と、を備えてい
る。
　この防振装置では、振動の入力時に、液体が、第１液室と第２液室との間を、制限通路
を通して往来することで、入力された振動が減衰、吸収される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１１－１９６４５３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、前記従来の防振装置では、振動の入力時に高ばねになりやすいという問
題があった。
【０００５】
　本発明は、前述した事情に鑑みてなされたものであって、高い減衰性能を発揮させつつ
、振動の入力時における高ばね化を抑えることができる防振装置を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記課題を解決するために、本発明は以下の手段を提案している。
　本発明に係る防振装置は、振動発生部および振動受部のうちのいずれか一方に連結され
る筒状の外側取付部材、および他方に連結されるとともに、前記外側取付部材の内側に配
置された内側取付部材と、前記外側取付部材と前記内側取付部材とを連結するとともに、
前記外側取付部材の中心軸線に沿う軸方向に間隔をあけて配置された一対の第１本体ゴム
と、一対の前記第１本体ゴム間の液室を、前記軸方向に第１液室と第２液室とに仕切る仕
切部材と、前記第１液室を、前記第１本体ゴムを隔壁の一部とする第３液室、および前記
仕切部材を隔壁の一部とする第４液室に区画する第２本体ゴムと、を備え、前記外側取付
部材、前記内側取付部材、または前記仕切部材に、前記第４液室と前記第２液室若しくは
前記第３液室とを連通する第１制限通路、並びに、前記第２液室と前記第３液室とを連通
する第２制限通路が形成され、前記第１制限通路および前記第２制限通路それぞれの流通
抵抗が、互いに異なり、前記内側取付部材は、内筒と、内側にこの内筒が嵌合された外筒
と、を備え、前記第２制限通路は、前記内筒と前記外筒との間に形成されたオリフィス溝
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を備えることを特徴とする。
【０００７】
　本発明によれば、前記軸方向の振動が入力されると、第１本体ゴム、および第２本体ゴ
ムが弾性変形し、第１液室および第２液室の各液圧が変動しようとする。このとき液体が
、第１制限通路および第２制限通路を流通することで、振動が減衰、吸収される。そして
、第１制限通路および第２制限通路が連通する３つ全ての液室が、第１本体ゴムおよび第
２本体ゴムのうちの少なくとも１つを隔壁の一部に有していて、振動の入力に伴い液圧が
変動する受圧液室となっているので、振動の入力時における液圧の変動量が大きくなり、
高い減衰性能を発揮させることができる。
　また、第１制限通路および第２制限通路それぞれの共振周波数が互いに異なっているの
で、共振周波数が２つ存在することとなり、第１制限通路および第２制限通路それぞれに
おける液柱共振に基づく減衰特性の各ピーク間を平準化させることが可能になり、動ばね
が幅広い周波数帯域で低減されることとなり、前記軸方向の振動の入力時における高ばね
化を抑えることができる。
　また、第１制限通路が、第４液室と第２液室若しくは第３液室とを連通し、第２制限通
路が、第２液室と第３液室とを連通しているので、第２液室若しくは第３液室が、第１制
限通路および第２制限通路の双方が連通した共通の液室となる。したがって、第４液室の
みが連通する他の液室が省かれることとなり、防振装置が有する液室の数量を抑えること
が可能になり、防振装置の小型化を図ることができる。
【０００９】
　また、前記軸方向に第４液室を挟んで離れて配置された第２液室と第３液室とを連通す
る第２制限通路が、内側取付部材に形成されているので、防振装置のかさ張りを抑えつつ
第２制限通路のスペースを容易に確保することができる。また、内側取付部材が内筒およ
び外筒を備え、第２制限通路が、内筒と外筒との間に形成されたオリフィス溝を備えてい
るので、第２制限通路のシール性を容易に確保することもできる。
【００１０】
　また、前記内筒と前記外筒との間において、前記第２制限通路より前記軸方向の外側に
位置する各部分に、シール部が配設されてもよい。
【００１１】
　この場合、内筒と外筒との間にシール部が配設されているので、第２制限通路のシール
性を確実に確保することができる。
【００１２】
　また、前記第２液室および前記第３液室のうちのいずれか一方は、前記中心軸線回りに
沿う周方向に分割され、これらの周方向に分割された各液室と、前記第２液室および前記
第３液室のうちのいずれか他方と、が前記第２制限通路を通して各別に連通してもよい。
【００１３】
　この場合、第２液室および第３液室のうちのいずれか一方が周方向に分割され、これら
の分割された各液室（以下、分割液室という）と、第２液室および第３液室のうちのいず
れか他方と、が第２制限通路を通して各別に連通しているので、前記軸方向に交差する横
方向の振動が入力されたときに、液体を、各分割液室と前記他方の液室との間を第２制限
通路を通して往来させることで、振動を減衰、吸収することができる。
　この際、各分割液室の液圧は変動する一方、前記他方の液室の液圧は変動しないので、
前記軸方向の振動が入力された場合と比べて、発生する減衰力を低く抑えることが可能に
なり、横方向の振動が入力された際の、例えば乗り心地性を向上させること等ができる。
　なおこの構成において、前記第１制限通路は、前記第２液室および前記第３液室のうち
のいずれか他方と、前記第４液室と、を連通してもよい。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、高い減衰性能を発揮させつつ、振動の入力時における高ばね化を抑え
ることができる。
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【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の一実施形態に係る防振装置の縦断面図である。
【図２】図１に示す防振装置のＡ－Ａ線矢視断面図である。
【図３】図１および図２に示す防振装置の模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、図面を参照し、本発明の一実施形態に係る防振装置１０について説明する。
　図１に示すように、防振装置１０は、振動発生部および振動受部のうちのいずれか一方
に連結される筒状の外側取付部材１１、および他方に連結されるとともに外側取付部材１
１の内側に配置された内側取付部材１２と、外側取付部材１１と内側取付部材１２とを連
結するとともに、外側取付部材１１の中心軸線Ｏに沿う軸方向に間隔をあけて配置された
一対の第１本体ゴム１３ａ、１３ｂと、一対の第１本体ゴム１３ａ、１３ｂ間の液室１７
を、前記軸方向に仕切る仕切部材１６と、を備えている。液室１７には、例えばエチレン
グリコール、水、シリコーンオイル等が封入される。
【００１７】
　以下、前記軸方向に沿う外側取付部材１１の中央部側を軸方向内側といい、前記軸方向
に沿う外側取付部材１１の開口端部側を軸方向外側という。また、前記軸方向から見た平
面視で、中心軸線Ｏに直交する方向を径方向といい、中心軸線Ｏ回りに周回する方向を周
方向という。
　この防振装置１０は、例えばキャビンマウント等に適用され、前記軸方向が上下方向に
向けられた状態で用いられる。
【００１８】
　外側取付部材１１における軸方向外側の両端部に、径方向の外側に向けて突出する受フ
ランジ部１１ａが形成されている。受フランジ部１１ａは、全周にわたって連続して延在
している。
　外側取付部材１１における軸方向外側の両端部内に、外側中間筒１８が各別に嵌合され
ている。外側中間筒１８における軸方向外側の端部に、径方向の外側に向けて突出する支
持フランジ部１８ａが形成されている。支持フランジ部１８ａは、全周にわたって連続し
て延在している。支持フランジ部１８ａは、外側取付部材１１の受フランジ部１１ａに配
置されている。
【００１９】
　内側取付部材１２は、外側取付部材１１における径方向の内側に配置されている。内側
取付部材１２は筒状をなし、中心軸線Ｏと同軸に配置されている。内側取付部材１２にお
ける軸方向外側の両端部はそれぞれ、外側取付部材１１から軸方向外側に突出している。
内側取付部材１２における鉛直方向上側の端部には、径方向の外側に向けて突出する取付
フランジ部１２ａが形成されている。内側取付部材１２における鉛直方向下側の端部には
、内側中間筒１９が外嵌されている。内側中間筒１９の外周面は、２つの外側中間筒１８
のうち、鉛直方向下側に位置する外側中間筒１８の内周面に径方向で対向している。
【００２０】
　第１本体ゴム１３ａ、１３ｂは、外側中間筒１８を介して、外側取付部材１１に連結さ
れている。なお、第１本体ゴム１３ａ、１３ｂを、外側取付部材１１に直接連結してもよ
い。第１本体ゴム１３ａ、１３ｂは環状をなしている。
【００２１】
　一対の第１本体ゴム１３ａ、１３ｂのうち、鉛直方向上側に位置する上側第１本体ゴム
１３ａは、径方向の内側から外側に向かうに従い漸次、下方に向けて延びている。上側第
１本体ゴム１３ａにおける径方向の内端部は、内側取付部材１２における鉛直方向上側の
端部における外周面、および取付フランジ部１２ａの下面にわたって一体に連結されてい
る。上側第１本体ゴム１３ａにおける径方向の外端部は、外側中間筒１８における内周面
、および支持フランジ部１８ａの上面にわたって一体に連結されている。上側第１本体ゴ
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ム１３ａのうち、径方向の外端部は外側中間筒１８に加硫接着され、径方向の内端部は内
側取付部材１２に加硫接着されている。
【００２２】
　一対の第１本体ゴム１３ａ、１３ｂのうち、鉛直方向下側に位置する下側第１本体ゴム
１３ｂにおける径方向の内端部は、鉛直方向上側に向けて突の曲面状に形成されている。
下側第１本体ゴム１３ｂにおける径方向の外端部は、鉛直方向下側に向けて突の曲面状に
形成されている。下側第１本体ゴム１３ｂにおける径方向の内端部は、内側中間筒１９に
連結（加硫接着）されており、この内側中間筒１９を介して内側取付部材１２に連結され
ている。なお、下側第１本体ゴム１３ｂにおける径方向の内端部を、内側取付部材１２に
直接連結してもよい。下側第１本体ゴム１３ｂにおける径方向の中間部は、鉛直方向下側
に向けて突の曲面状に形成されている。
【００２３】
　仕切部材１６は環状をなし、液室１７に配設されている。仕切部材１６は、液室１７を
前記軸方向に第１液室１４と第２液室１５とに仕切っている。第１液室１４および第２液
室１５のうち、鉛直方向上側に位置する第１液室１４の容積は、鉛直方向下側に位置する
第２液室１５の容積より大きくなっている。なお、この構成に限らず例えば、第１液室１
４の容積を第２液室１５の容積以下としてもよい。
　仕切部材１６の外周面は外側取付部材１１の内周面に連結され、仕切部材１６の内周面
は内側取付部材１２の外周面に連結されている。仕切部材１６は、外側取付部材１１に連
結された筒状の外側剛体部１６ａと、内側取付部材１２に連結された環状の内側剛体部１
６ｂと、外側剛体部１６ａと内側剛体部１６ｂとを連結する環状の接続弾性部１６ｃと、
を備えている。
【００２４】
　外側剛体部１６ａは、外側取付部材１１の内周面のうち、外側中間筒１８同士の間に位
置する部分に連結されている。外側剛体部１６ａの下端部には、径方向の内側に向けて突
出する環状突部１６ｄが形成されている。外側剛体部１６ａ内のうち、環状突部１６ｄよ
り鉛直方向上側に位置する部分に、筒体２５が嵌合されている。筒体２５の上端部には、
径方向の外側に向けて突出し、外側剛体部１６ａの上端開口縁に配置された環板部２５ａ
が形成されている。
【００２５】
　ここで、２つの外側中間筒１８のうち、上側に位置する外側中間筒１８の下端は、環板
部２５ａの上面に当接若しくは近接し、下側に位置する外側中間筒１８の上端は、外側剛
体部１６ａの下端開口縁に当接若しくは近接している。
　接続弾性部１６ｃは、例えばゴム材料等で形成されるとともに、環状突部１６ｄの内周
面、および内側剛体部１６ｂの外周面に連結されている。
　内側剛体部１６ｂの下面と、内側中間筒１９の上端開口縁と、の間には、前記軸方向の
隙間が設けられており、この隙間を通して、内側取付部材１２の外周面の一部が第２液室
１５に露呈している。
【００２６】
　さらに本実施形態では、第１液室１４を、上側第１本体ゴム１３ａを隔壁の一部とする
第３液室２０と、仕切部材１６を隔壁の一部とする第４液室２１と、に区画する第２本体
ゴム２２を備えている。第２本体ゴム２２は、第１液室１４を前記軸方向に区画している
。第３液室２０、第４液室２１および第２液室１５それぞれの容積は、互いに同等になっ
ている。
　なお、この構成に代えて例えば、第３液室２０、第４液室２１および第２液室１５それ
ぞれの容積を互いに異ならせてもよい。また、第２本体ゴム２２により、第２液室１５を
、下側第１本体ゴム１３ｂを隔壁の一部とする第３液室２０と、仕切部材１６を隔壁の一
部とする第４液室２１と、に区画してもよい。
【００２７】
　第２本体ゴム２２は、環状をなし外側取付部材１１と内側取付部材１２とを連結してい
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る。第２本体ゴム２２のうち、径方向の外端部が筒体２５に加硫接着され、径方向の外端
部が内側取付部材１２に加硫接着されている。第２本体ゴム２２は、筒体２５および外側
剛体部１６ａを介して、外側取付部材１１に連結されている。第２本体ゴム２２は、径方
向の内側から外側に向かうに従い漸次、下方に向けて延びている。第２本体ゴム２２にお
ける径方向の内端部と、上側第１本体ゴム１３ａにおける径方向の内端部と、の間には、
前記軸方向の隙間が設けられており、この隙間を通して、内側取付部材１２の外周面の一
部が第３液室２０に露呈している。
【００２８】
　そして本実施形態では、外側取付部材１１、内側取付部材１２、または仕切部材１６に
、第４液室２１と第２液室１５若しくは第３液室２０とを連通する第１制限通路２３、並
びに、第２液室１５と第３液室２０とを連通する第２制限通路２４が形成されている。
　図示の例では、第１制限通路２３は、第４液室２１と第２液室１５とを連通し、仕切部
材１６の内側剛体部１６ｂに形成されている。なお、この構成に代えて例えば、第１制限
通路２３を仕切部材１６の外側剛体部１６ａに形成してもよい。
【００２９】
　第２制限通路２４は、内側取付部材１２に形成されている。
　ここで、内側取付部材１２は、内筒２６と、内側にこの内筒２６が嵌合された外筒２７
と、を備えている。内筒２６および外筒２７それぞれの前記軸方向の長さ、および前記軸
方向の位置は互いに同等になっている。取付フランジ部１２ａは、外筒２７に形成されて
いる。なお、内側取付部材１２は一体に形成されてもよい。
　第２制限通路２４は、内筒２６と外筒２７との間に形成されたオリフィス溝２４ａと、
外筒２７に形成され、オリフィス溝２４ａと第３液室２０および第２液室１５とを各別に
連通する２つの貫通孔２４ｂと、を備える。図示の例では、オリフィス溝２４ａは内筒２
６の外周面に形成されている。２つの貫通孔２４ｂは、オリフィス溝２４ａの両端部に各
別に開口している。
　内筒２６と外筒２７との間において、第２制限通路２４より前記軸方向の外側に位置す
る各部分に、シール部２８が配設されている。シール部２８は、内筒２６の外周面および
外筒２７の内周面に形成された各環状溝内に、一体に例えばＯリング等の環状の弾性シー
ル材が圧縮変形した状態で配設されることで構成されている。
【００３０】
　さらに本実施形態では、第２液室１５および第３液室２０のうちのいずれか一方が、周
方向に分割され、これらの周方向に分割された各液室と、第２液室１５および第３液室２
０のうちのいずれか他方と、が第２制限通路２４を通して各別に連通している。
　図２に示されるように、第３液室２０が、弾性分割部材２９により周方向に２つの分割
液室２０ａ、２０ｂに分割されている。弾性分割部材２９は、例えばゴム材料等で形成さ
れ、外側取付部材１１の内周面のうち、径方向で互いに対向する部分同士を、内側取付部
材１２を径方向に跨いで連結している。弾性分割部材２９は、径方向に延び、前記軸方向
から見て同一の直線上に配置されている。各分割液室２０ａ、２０ｂは、互いに同等の大
きさとなっている。各分割液室２０ａ、２０ｂは、中心軸線Ｏに直交する横断面視で、前
記直線に対して対称の形状を呈する。弾性分割部材２９における径方向の外端部は、外側
中間筒１８の内周面に連結されており、この外側中間筒１８を介して外側取付部材１１に
連結されている。なお、弾性分割部材２９における径方向の外端部を、外側取付部材１１
に直接連結してもよい。弾性分割部材２９は、上側第１本体ゴム１３ａおよび第２本体ゴ
ム２２のうちのいずれか一方と一体に形成されている。
【００３１】
　ここで、第２制限通路２４は、内側取付部材１２に２つ形成され、２つの分割液室２０
ａ、２０ｂと、１つの第２液室１５と、を各別に連通している。２つの第２制限通路２４
それぞれの流通抵抗は、互いに同等にしてもよいし、異ならせてもよい。
　２つの第２制限通路２４における４つの貫通孔２４ｂのうち、２つは、内側取付部材１
２の外周面において、第３液室２０の分割液室２０ａ、２０ｂに露呈した各部分に各別に
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開口し、残りの２つは、内側取付部材１２の外周面において、第２液室１５に露呈した部
分に開口している。第３液室２０に開口する２つの貫通孔２４ｂは、径方向で互いに対向
している。第２液室１５に開口する２つの貫通孔２４ｂも、径方向で互いに対向している
。
　２つの第２制限通路２４の各オリフィス溝２４ａは、内側取付部材１２のうち、周方向
の位置が互いに異なる部分に各別に配置されている。２つのオリフィス溝２４ａのうちの
一方は、第３液室２０側から第２液室１５側に向かうに従い漸次、周方向の一方側から他
方側に向けて延び、２つのオリフィス溝２４ａのうちの他方は、第３液室２０側から第２
液室１５側に向かうに従い漸次、周方向の他方側から一方側に向けて延びている。２つの
オリフィス溝２４ａそれぞれの前記軸方向の位置は、互いに同等になっている。
【００３２】
　そして本実施形態では、第１制限通路２３および第２制限通路２４それぞれの流通抵抗
が、互いに異なっている。
　図示の例では、第１制限通路２３の流路断面積が、第２制限通路２４の流路断面積より
大きくなっている。第１制限通路２３の流路長が、第２制限通路２４の流路長より短くな
っている。そして、第１制限通路２３の流通抵抗が、第２制限通路２４の流通抵抗よりも
小さくなっている。
　なお、第１制限通路２３の流路断面積を、第２制限通路２４の流路断面積以下としても
よいし、第１制限通路２３の流路長を、第２制限通路２４の流路長以上としてもよいし、
第１制限通路２３の流通抵抗を、第２制限通路２４の流通抵抗よりも大きくしてもよい。
【００３３】
　次に、防振装置１０の作用について説明する。
【００３４】
　前記軸方向の振動が入力されると、第１液室１４、および第２液室１５のうちのいずれ
か一方が圧縮変形する一方、他方は拡張変形することとなる。この際、一対の第１本体ゴ
ム１３ａ、１３ｂ、第２本体ゴム２２、弾性分割部材２９、および仕切部材１６の接続弾
性部１６ｃがそれぞれ弾性変形する。
　これにより、第４液室２１と第２液室１５との間を、液体が第１制限通路２３を通して
流通する一方、第３液室２０の各分割液室２０ａ、２０ｂと第２液室１５との間を、液体
が２つの第２制限通路２４を通して各別に流通する。したがって、第１制限通路２３およ
び第２制限通路２４で液柱共振が生じて振動が減衰、吸収される。この際、第１制限通路
２３および第２制限通路２４それぞれにおける共振周波数が互いに異なっているので、幅
広い周波数帯域において減衰特性を発揮することができる。
【００３５】
　次に、前記軸方向に交差する横方向の振動が加えられると、第３液室２０の各分割液室
２０ａ、２０ｂのうちのいずれか一方が圧縮変形する一方、他方は拡張変形することとな
る。
　これにより、２つの分割液室２０ａ、２０ｂのうちのいずれか一方から、第２液室１５
に向けて、液体が２つの第２制限通路２４のうちのいずれか一方を通して流通し、また、
第２液室１５から、２つの分割液室２０ａ、２０ｂのうちのいずれか他方に向けて、液体
が、２つの第２制限通路２４のうちのいずれか他方を通して流通する。したがって、２つ
の第２制限通路２４で液柱共振が生じて振動が減衰、吸収される。
【００３６】
　以上説明したように、本実施形態に係る防振装置１０によれば、第１制限通路２３およ
び第２制限通路２４が連通する３つ全ての液室１５、２０、２１が、第１本体ゴム１３ａ
、１３ｂおよび第２本体ゴム２２のうちの少なくとも１つを隔壁の一部に有していて、振
動の入力に伴い液圧が変動する受圧液室となっているので、振動の入力時における液圧の
変動量が大きくなり、高い減衰性能を発揮させることができる。
　また、第１制限通路２３および第２制限通路２４それぞれの共振周波数が互いに異なっ
ているので、共振周波数が２つ存在することとなり、第１制限通路２３および第２制限通
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路２４それぞれにおける液柱共振に基づく減衰特性の各ピーク間を平準化させることが可
能になり、動ばねが幅広い周波数帯域で低減されることとなり、前記軸方向の振動の入力
時における高ばね化を抑えることができる。
　また、第１制限通路２３が、第４液室２１と第２液室１５とを連通し、第２制限通路２
４が、第２液室１５と第３液室２０とを連通しているので、第２液室１５が、第１制限通
路２３および第２制限通路２４の双方が連通した共通の液室となる。したがって、第４液
室２１のみが連通する他の液室が省かれることとなり、防振装置１０が有する液室の数量
を抑えることが可能になり、防振装置１０の小型化を図ることができる。
【００３７】
　また、前記軸方向に第４液室２１を挟んで離れて配置された第２液室１５と第３液室２
０とを連通する第２制限通路２４が、内側取付部材１２に形成されているので、防振装置
１０のかさ張りを抑えつつ第２制限通路２４のスペースを容易に確保することができる。
また、内側取付部材１２が内筒２６および外筒２７を備え、第２制限通路２４が、内筒２
６と外筒２７との間に形成されたオリフィス溝２４ａを備えているので、第２制限通路２
４のシール性を容易に確保することもできる。
　また、内筒２６と外筒２７との間にシール部２８が配設されているので、第２制限通路
２４のシール性を確実に確保することができる。
【００３８】
　また、第３液室２０の各分割液室２０ａ、２０ｂと、第２液室１５と、が、２つの第２
制限通路２４を通して各別に連通しているので、前記軸方向に交差する横方向の振動が入
力されたときに、液体を、各分割液室２０ａ、２０ｂと第２液室１５との間を第２制限通
路２４を通して往来させることで、振動を減衰、吸収することができる。
　この際、各分割液室２０ａ、２０ｂの液圧は変動する一方、第２液室１５の液圧は変動
しないので、前記軸方向の振動が入力された場合と比べて、発生する減衰力を低く抑える
ことが可能になり、横方向の振動が入力された際の、例えば乗り心地性を向上させること
等ができる。
【００３９】
　なお、本発明の技術的範囲は前記実施の形態に限定されるものではなく、本発明の趣旨
を逸脱しない範囲において種々の変更を加えることが可能である。
【００４０】
　例えば、上記実施形態では、仕切部材１６が、外側剛体部１６ａ、内側剛体部１６ｂ、
および接続弾性部１６ｃを備える構成を示したが、このような態様に限られず例えば、剛
体部のみを備える構成、或いは、外側剛体部１６ａまたは内側剛体部１６ｂと、接続弾性
部１６ｃと、を備える構成等を採用してもよい。
　上記実施形態では、防振装置１０が、前記軸方向に第２液室１５、第３液室２０および
第４液室２１の３つの液室に区画された構成を示したが、４つ以上の液室を有する構成で
あっても、本発明は適用可能である。
　上記実施形態では、第３液室２０が周方向に２つに分割され、かつ第２制限通路２４が
２つ備えられた構成を示したが、第３液室２０が周方向に３つ以上に分割されるとともに
、第２制限通路２４が３つ以上備えられた構成であっても、本発明は適用可能である。
　上記実施形態では、第３液室２０が周方向に分割され、かつ第１制限通路２３が、第４
液室２１と第２液室１５とを連通する構成を示したが、適宜変更してもよい。例えば、第
３液室２０が周方向に分割され、かつ第１制限通路２３が、第４液室２１と第３液室２０
とを連通してもよいし、第２液室１５が周方向に分割されてもよい。
　前記防振装置１０は、車両のキャビンマウントに限定されるものではなく、キャビンマ
ウント以外に適用することも可能である。例えば、車両用のエンジンマウントやブッシュ
、建設機械に搭載された発電機のマウントにも適用することも可能であり、或いは、工場
等に設置される機械のマウントにも適用することも可能である。
【００４１】
　その他、本発明の趣旨に逸脱しない範囲で、前記実施形態における構成要素を周知の構
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成要素に置き換えることは適宜可能であり、また、前記した変形例を適宜組み合わせても
よい。
【符号の説明】
【００４２】
　１０　防振装置
　１１　外側取付部材
　１２　内側取付部材
　１３ａ、１３ｂ　第１本体ゴム
　１４　第１液室
　１５　第２液室
　１６　仕切部材
　１７　液室
　２０　第３液室
　２１　第４液室
　２２　第２本体ゴム
　２３　第１制限通路
　２４　第２制限通路
　２４ａ　オリフィス溝
　２６　内筒
　２７　外筒
　２８　シール部

【図１】 【図２】
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